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地震に強い地域をつくる 

４１ 細街路の耐震安全性を知る 

歴史的市街地には、細街路や耐用年数に不安を抱え

る木造家屋が多く、防災上脆弱な点も多い。その細街路

については、現在でも住民の生活動線として重要な役割

を果たしており、地震や火災などの災害時にもそこが避

難路として使われることが容易に想像できる。したがっ

て、その安全性を確認しておくことが必要である。そこで、

桐生市桐生新町伝建地区を例に細街路の現況を把握し

た上で、組積塀の耐震安全性に着目し、簡易的な診断な

どにより防災上の課題を明らかにする方法を提示する。 

■調査・研究方法 

ここでは４ｍ未満のいわゆる二項道路のほか、接道

が無い住居へのアプローチとなっている私有地の通路

を『路地』と定義し、伝建地区内にある路地全数につい

て現況を把握するための現地調査を実施した。図１中

にグレーで塗潰した路地が調査対象となり、総本数が

44本、総延長は 2,178mである。現地調査では、路地に

面する塀について、表１に示す項目を調査した。なお、

鉄筋の有無については、電磁誘導式の鉄筋探査機を

用いて把握した。この他にも、路地に隣接する建物の屋

根形状や屋根葺材を観察し、落下危険性等の検討を行

う上での基礎資料を収集した。それらの現地調査デー

タを整理し、現況を明確にした上で、塀転倒時の閉塞箇

所や、コンクリート系材料や石材を用いた組積塀に対し

てブロック塀の診断カルテに準拠した診断を行い、転倒

危険性を簡易的に把握した。 

■路地の現況調査結果 

路地の幅の分布： 路地幅の分布を図２に示す。ここ

で、路地幅は基本的に塀や外壁等で挟まれた内法

寸法としているが、鉢植え等の通行の妨げとなる要

素が存在する場合には、それを含めた内法寸法とし

ている。全体的に見ると、幅が概ね２ｍ前後の路地

が多い。そのような中で、１m 以下の箇所が総延長で

65.2m（調査路地の３％の長さ）存在することがわかった。これらの路地では、例えば担架や建具を使い要救援

護者の救出もしくは避難することが物理的に不可能な箇所となる。 

寸法（高さ・厚さ）

使用材料

控え壁の有無

透かしブロックの模様

鉄筋の有無

塀の傾き

ひび割れの有無

損傷状況・変色の有無

ぐらつきの有無

耐
力
係
数

補修の有無

保
全
係
数

・路地に近接する建物の屋根の積載物
・路地への軒先の突出の有無

基
本
性
能
値

外
観
係
数

・路地幅
・路地の傾斜の有無
・路地に近接する建物の屋根伏せ
・路地に近接する建物の屋根葺材

表１ 調査項目 

図１ 桐生新町伝建地区の路地の現況 
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塀の種類の傾向： 種類別の割合は図３の通りである。コンクリートブロック（化粧ブ

ロックを含む）が最も多く、大谷石などによる石塀も含めると組積塀が 41％存在する。 

塀の高さと路地閉塞率： 塀の高さについては図４に示す通りである。図１中に

は、塀が転倒した際に路地を閉塞する箇所を示しており、調査路地が黒色の部分

が“片側の塀の転倒により閉塞する箇所”を示し、赤色の部分が“両側の塀の転倒

により閉塞する箇所”を示している。なお、ここでは建物の倒壊、落下物等による閉

塞は考慮せず、塀の転倒のみで評価している。路地の総延長に対する、塀の転倒

により閉塞する路地長さの比率を“路地閉塞率”と定義

し評価すると、どちらか片側の塀の転倒により閉塞する

場合の路地閉塞率は 26.9％であり、両側の塀の転倒に

よる閉塞を含めると調査した路地の 35.4％を占めた。 

■組積塀の耐震安全性の検証 

安全な生活動線や避難路を確保するためには、塀の

耐震安全性を確実に確保しておくことが必要である。そ

こで、全体に占める割合が多く、過去の震災においても

多数の転倒被害が報告されている組積塀について、ブロック塀診断士テキストのブロッ

ク塀の調査診断及び危険度判定（１次診断）2)に準拠して転倒危険性を評価した。なお、

この診断手法はブロック塀を対象にしたものであり、ブロック塀と石塀では抵抗メカニズ

ムも異なるが、参考として石塀に対しても同様の手法に従い診断を行った。また、同様の

診断手法としては日本建築学会から出版されている『既存コンクリートブロック塀の耐震

診断指針（案）・同解説』3)もある。 

診断結果の傾向を図５に示す。簡易的な診断に依拠した結果ではあるが、「注意」もしくは「危険」の判定とな

ったものの多くは、かさ木の欠落・損壊が見られたり、目地が不均一で傾斜が確認されたことにより、外観係数

に問題ありと判断した塀であった。このように診断によって現況では組積塀の基本的性能は概ね安全と考えら

れるものが多いことが把握できたが、鉄筋が配筋された石塀は無く、それらの対策の検討や、注意や危険と判

定された塀に対する改善を早急に進める必要がある。特に、図１中の楕円で囲まれた箇所は、注意や危険と判

定された塀が多く、なおかつ塀の転倒により閉塞される路地であり、優先的に詳細な検討を進める必要がある。 

■その他の危険になり得る要素 

路地に面して自動販売機なども設置されており、それらの転倒危険性なども確認しておくことが必要である。さ

らに、路地にはゴミ等の不要と思われるものが放置されているところもあった。一方、目視で確認できたひび割れ・

変色等の問題があると判断したものの中には植栽によって損壊や傾きを生じさせているものや目地が均一に塗ら

れていないもの、雑多な荷物等により塀を圧迫しているものがあった。それらについては、地域住民と行政らが協

力し、生活環境や風致に影響を与えないように配慮しながら、必要性の低いゴミや植物の撤去等の改善を図って

いくことが必要と考える。本項では、調査データの内、主に塀に着目した検討であったが、路地に面する建物の非

構造部材にも配慮した耐震安全性を診断し、必要に応じて早急な改善を提案し促していくことも必要である。 
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